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(57)【要約】
【課題】強度に優れ、かつ吸湿を抑制できる植物由来バ
イオマス燃料を比較的低コストで得られる改質バイオマ
スの製造方法の提供を目的とする。
【解決手段】本発明は、植物由来バイオマスを粉砕する
粉砕工程と、粉砕した上記植物由来バイオマス及び溶媒
油を混合する混合工程と、上記混合工程で得られるスラ
リーを加熱するスラリー加熱工程と、上記スラリー加熱
工程後の脱水スラリーから上記溶媒油を固液分離する固
液分離工程と、上記固液分離工程で得られるケーキを加
熱するケーキ加熱工程と、上記ケーキ加熱工程で得られ
る脱水バイオマスを塊成する塊成工程とを備える改質バ
イオマスの製造方法である。上記塊成工程を熱間で行う
とよい。上記混合工程で、上記植物由来バイオマス及び
溶媒油に石炭をさらに混合するとよい。上記固液分離工
程で得るケーキの含水率を１質量％以上１０質量％以下
、含油率を１０質量％以上７０質量％以下とするとよい
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　植物由来バイオマスを粉砕する粉砕工程と、
　粉砕した上記植物由来バイオマス及び溶媒油を混合する混合工程と、
　上記混合工程で得られるスラリーを加熱するスラリー加熱工程と、
　上記スラリー加熱工程で得られる脱水スラリーから上記溶媒油を固液分離する固液分離
工程と、
　上記固液分離工程で得られるケーキを加熱するケーキ加熱工程と、
　上記ケーキ加熱工程で得られる脱水バイオマスを塊成する塊成工程と
を備える改質バイオマスの製造方法。
【請求項２】
　上記塊成工程を熱間で行う請求項１に記載の改質バイオマスの製造方法。
【請求項３】
　上記混合工程で、上記植物由来バイオマス及び溶媒油に石炭をさらに混合する請求項１
又は請求項２に記載の改質バイオマスの製造方法。
【請求項４】
　上記固液分離工程で得るケーキの含水率を１質量％以上１０質量％以下、含油率を１０
質量％以上７０質量％以下とする請求項１、請求項２又は請求項３に記載の改質バイオマ
スの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、改質バイオマスの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　「バイオマス」という語は、本来、生物学分野において「生物量」等と訳されていた。
しかし、現在では生物学分野の垣根を越えて、生物起源の物質からなる食料、資材、燃料
など広い概念を意味する語として用いられている。
【０００３】
　このバイオマスは、米糠や木炭などのように利用方法が確立しているものもあるが、産
業に伴う廃棄物の中にはその処理方法が検討されているものもある。例えば、農業系のバ
イオマス廃棄物としてはヤシガラ、籾殻、加工残渣のトウモロコシ芯や空果房、林業系で
は木材チップダストや剪定枝、畜産系では家畜の排泄物、水産系では水産加工に伴う腸や
骨などがある。また、所謂生ゴミや下水汚泥等もバイオマスとされており、これらも処理
方法が検討されている段階にある。
【０００４】
　これらのバイオマスの処理には、コストの低減が必須要件として挙げられるが、これに
加えて燃料等の資源として再利用できる処理方法が望まれる。ところがバイオマスには一
般に多量の水分が含まれており、この水分が燃料として使用する場合に不都合である。よ
って、バイオマスを燃料として利用するには先ずこの水分を除去する（乾燥する）ことが
必要である。
【０００５】
　植物由来のバイオマスの乾燥方法としては、加圧脱水や遠心脱水などの方法がある。し
かし、これらの方法では十分に水分を除去することができない。また、バイオマスを高温
度のガスに接触させ、ペレットに加工する気流乾燥法も知られているが、この方法では乾
燥後のペレットが雨天等の場合に吸湿して崩壊し易いという不都合がある。
【０００６】
　これに対し、植物由来のバイオマスの粉砕物を１２０～３００℃の油中にて、油の蒸気
圧以上の加圧下で処理する方法も提案されている（特許第３９５４５４４号参照）。しか
し、この方法でも乾燥後のバイオマスの強度及び吸湿性には改善の余地がある。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特許第３９５４５４４号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、上述のような事情に基づいてなされたものであり、強度に優れ、かつ吸湿を
抑制できる植物由来バイオマス燃料を比較的低コストで得られる改質バイオマスの製造方
法の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、鋭意検討した結果、植物由来バイオマスを溶媒油と混合したスラリーを
加熱脱水及び固液分離して得られるケーキを再加熱することで、強度に優れ、かつ吸湿性
も抑えられる脱水バイオマスを比較的低コストで得られることを見出し、本発明を完成さ
せた。
【００１０】
　すなわち、上記課題を解決するためになされた発明は、植物由来バイオマスを粉砕する
粉砕工程と、粉砕した上記植物由来バイオマス及び溶媒油を混合する混合工程と、上記混
合工程で得られるスラリーを加熱するスラリー加熱工程と、上記スラリー加熱工程後の脱
水スラリーから上記溶媒油を固液分離する固液分離工程と、上記固液分離工程で得られる
ケーキを加熱するケーキ加熱工程と、上記ケーキ加熱工程で得られる脱水バイオマスを塊
成する塊成工程とを備える改質バイオマスの製造方法である。
【００１１】
　当該改質バイオマスの製造方法では、バイオマスを溶媒油と混合したスラリーを加熱脱
水及び固液分離して得られるケーキを再加熱することで、水分が少なく強度に優れ、かつ
吸湿性が抑制された脱水バイオマスが比較的低コストで得られる。この理由は定かではな
いが、スラリーをケーキ化して油分を分離してから加熱脱水を行うことで、比較的容易に
残留水分が除去され、かつ脱水による孔がバイオマス表面に形成され難いためと考えられ
る。また、当該バイオマスの製造方法はこのようにして得られた脱水バイオマスを塊成す
る工程を備えるので、さらに吸湿性が抑制され、かつハンドリング性に優れる燃料として
好適な改質バイオマスを得ることができる。
【００１２】
　上記塊成工程を熱間で行うとよい。上記塊成工程を熱間で行うことで、成型された改質
バイオマスの強度をさらに高められる。
【００１３】
　上記混合工程で、上記植物由来バイオマス及び溶媒油に石炭をさらに混合するとよい。
このようにバイオマスに石炭を混合することで、得られる改質バイオマスの強度をさらに
高めることができる。また、改質バイオマスの発熱量も向上させることができる。
【００１４】
　上記固液分離工程で得るケーキの含水率を１質量％以上１０質量％以下、含油率を１０
質量％以上７０質量％以下とするとよい。このように加熱脱水を行うケーキの含水率及び
含油率をそれぞれ上記範囲内とすることで、容易かつ確実に水分が少なく、かつ吸湿も抑
制される改質バイオマスを得ることができる。
【００１５】
　なお、「含水率」とは、対象物に含まれる水の質量をＷ１、対象物の乾燥質量をＷ０と
したときに、Ｗ１／（Ｗ１＋Ｗ０）×１００で求められる値であり、「含油率」とは、対
象物に含まれる油の質量をＷ２としたときに、Ｗ２／（Ｗ２＋Ｗ０）×１００で求められ
る値である。
【発明の効果】
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【００１６】
　以上説明したように、本発明の改質バイオマスの製造方法を用いることで、強度に優れ
、かつ吸湿を抑制できる植物由来のバイオマス燃料を比較的低コストで得られる。つまり
、本発明の改質バイオマスの製造方法は、植物由来バイオマスをハンドリング性に優れた
燃料に低コストで改質することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】図１は、本発明の一実施形態の改質バイオマスの製造方法を実施するための装置
を示すブロック図である。
【図２】図２は、図１とは異なる実施形態の改質バイオマスの製造方法を実施するための
装置を示すブロック図である。
【図３】図３は、実施例及び比較例の比強度を示すグラフである。
【図４】図４は、実施例及び比較例の含水率の経時変化を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の改質バイオマスの製造方法の実施形態を詳説する。
【００１９】
［第一実施形態］
　第一実施形態の改質バイオマスの製造方法は、植物由来バイオマスを粉砕する粉砕工程
と、粉砕した上記植物由来バイオマス及び溶媒油を混合する混合工程と、上記混合工程で
得られるスラリーを加熱するスラリー加熱工程と、上記スラリー加熱工程後の脱水スラリ
ーから上記溶媒油を固液分離する固液分離工程と、上記固液分離工程で得られるケーキを
加熱するケーキ加熱工程と、上記ケーキ加熱工程で得られる脱水バイオマスを塊成する塊
成工程とを主に備える。
【００２０】
　以下、本発明の第一実施形態の改質バイオマスの製造方法について、図１に示す装置を
用いて説明する。この改質バイオマスの製造装置は、バイオマス粉砕部１と、混合部２と
、スラリー加熱部３と、固液分離部４と、ケーキ加熱部５と、塊成部６とを備える。
【００２１】
＜粉砕工程＞
　まずバイオマス粉砕部１において、植物由来バイオマスＡを粉砕し粉砕バイオマスを得
る。上記バイオマス粉砕部１は、植物由来バイオマスＡを粉砕する粉砕機を備える。
【００２２】
　原料として用いる植物由来バイオマスには、農業系や林業系の廃棄物が含まれる。当該
改質バイオマスの製造方法で用いる植物由来バイオマスは、典型的にはセルロース、ヘミ
セルロース及びリグニンを主成分とする。
【００２３】
　また、当該改質バイオマスの製造方法は、含水率が２０質量％以上９０質量％以下の植
物由来バイオマスに対し、効果が好適に発揮される。
【００２４】
　粉砕前の原料バイオマスの最大粒子径の上限は特に限定されないが、粉砕機への投入容
易性の観点から、例えば５００ｍｍである。
【００２５】
　粉砕後のバイオマスの最大粒子径の上限としては、３ｍｍが好ましく、２ｍｍがより好
ましく、１ｍｍがさらに好ましい。また粉砕後のバイオマスにおける粒子径が０．５ｍｍ
以下の粒子の割合の下限としては、５０質量％が好ましく、７０質量％がより好ましく、
８０質量％がさらに好ましい。粉砕後のバイオマスの最大粒子径を上記上限以下、又は粒
子径が０．５ｍｍ以下の粒子の割合を上記下限以上とすることで、スラリー化を容易にす
ることができる。なお、粒子径が０．５ｍｍ以下の粒子の割合は、ＪＩＳ－Ｚ－８８１５
：１９９４に記載のふるい分け試験方法を用いて計測できる。具体的には、粒子径が０．
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５ｍｍ以下の粒子割合は、目開き０．５ｍｍのふるいによる分級を行い、ふるいにかけた
バイオマスの全質量とこのふるい下のバイオマスの質量とから求めることができる。
【００２６】
＜混合工程＞
　次に混合（スラリー生成）部２において、上記粉砕工程で粉砕した植物由来バイオマス
と脱水のための熱媒体となる溶媒油Ｂとを混合してスラリー（流動性のある混合体）を得
る。上記混合部２は粉砕バイオマスと溶媒油とを混合するための混合槽、この混合槽に取
り付けられた攪拌機等を備える。上記溶媒油としては、例えば灯油、軽油、重油等が挙げ
られ、これらの混合油を用いてもよい。上記溶媒油の沸点としては、加熱脱水の観点から
１５０℃以上３００℃以下が好ましい。
【００２７】
　粉砕バイオマスに対する溶媒油の混合質量比の下限としては、２００％が好ましく、３
００％がより好ましい。一方、上記溶媒油の混合質量比の上限としては、１０００％が好
ましい。上記溶媒油の混合質量比が上記下限より小さいと、スラリー化が不十分となるお
それがある。逆に、上記溶媒油の混合質量比が上記上限を超えると、スラリーの溶媒油分
離コストが大きくなるおそれがある。
【００２８】
＜スラリー加熱工程＞
　次にスラリー加熱部３において、上記混合工程で得たスラリーを加熱により脱水し、脱
水スラリーを得る。スラリー加熱部３は混合部２で得られたスラリーを予熱するための予
熱機、予熱されたスラリーを昇温させるための蒸発器等を備える。スラリー加熱部３によ
る脱水方法としては、油中脱水法が用いられる。この油中脱水法を用いることで、水分除
去率を高くできると共に、気流乾燥法に比べて脱水に必要なエネルギーを大幅に低減する
ことができる。なお、この工程で発生する水蒸気の蒸発潜熱を回収して再利用することで
、製法全体のエネルギー効率を高めることができる。
【００２９】
　上記油中脱水法は、上記蒸発器を用いて、スラリーを例えば圧力０．２ＭＰａ以上０．
５ＭＰａ以下、温度１２０℃以上１６０℃以下で加圧加熱することによりバイオマス中の
水分を蒸発させて除去する。このとき、蒸発器からスラリー中のバイオマスに含まれてい
た水分が排水Ｄとして排出される。
【００３０】
＜固液分離工程＞
　次に固液分離（ケーキ生成）部４において、上記スラリー加熱工程後の脱水スラリーか
ら溶媒油を固液分離して泥状のケーキを得る。固液分離部４は固液分離機を備える。この
固液分離機としては、例えば遠心分離法により脱水スラリーをケーキと溶媒油とに分離す
る遠心分離機を用いることができる。上記脱水スラリーから分離回収された溶媒油は、循
環油Ｃとして混合部２に戻される。混合部２に戻された溶媒油は、混合部２でのスラリー
の調製に再利用される。
【００３１】
　本固液分離工程で固液分離により得るケーキの含水率の下限としては、１質量％が好ま
しく、３質量％がより好ましく、５質量％がさらに好ましい。一方、上記ケーキの含水率
の上限としては、１０質量％が好ましく、７質量％がより好ましく、６質量％がさらに好
ましい。上記ケーキの含水率が上記下限より小さいと、先のスラリー加熱工程における加
熱コストが過度に高くなるおそれや、本工程での固液分離が容易ではなくなるおそれがあ
る。逆に、上記ケーキの含水率が上記上限を超えると、次のケーキ加熱工程での水分除去
が不十分となるおそれがある。
【００３２】
　本固液分離工程で固液分離により得るケーキの含油率の下限としては、１０質量％が好
ましく、２０質量％がより好ましく、３０質量％がさらに好ましい。一方、上記ケーキの
含油率の上限としては、７０質量％が好ましく、５０質量％がより好ましく、４０質量％
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がさらに好ましい。上記ケーキの含油率が上記下限より小さいと、本工程での固液分離が
容易ではなくなるおそれがある。逆に、上記ケーキの含油率が上記上限を超えると、次の
ケーキ加熱工程での水分除去効率が低下するおそれや、脱水後のバイオマスの吸湿性の抑
制が不十分となるおそれがある。
【００３３】
＜ケーキ加熱工程＞
　次にケーキ加熱部５において、上記固液分離工程で得たケーキを加熱により乾燥するこ
とで粉末状の脱水バイオマスを得る。上記ケーキ加熱部５は、乾燥機、ガス冷却器等を備
える。上記乾燥機としては、例えばドラム内面に複数の加熱用スチームチューブが軸方向
に配設されたスチームチューブ式ドライヤの他に、ロータリーキルン、バンド型乾燥機等
を挙げることができるが、連続式でケーキを加熱できるものが好ましい。上記乾燥機内で
ケーキを加熱することにより、このケーキ中の水分及び油分が蒸発する。このうち蒸発し
た水分は排水Ｄとして排出される。また、蒸発した溶媒油は、キャリアガスにより上記乾
燥機から上記ガス冷却器へ移送される。ガス冷却器へ移送された溶媒油は、ガス冷却器内
で凝縮及び回収され、循環油Ｃとして混合部２に戻される。
【００３４】
　上記加熱温度としては、水分及び溶媒油が蒸発する温度以上であればよいが、例えば１
５０℃以上３００℃以下とできる。また、加熱は窒素雰囲気下で行うことが好ましい。
【００３５】
　脱水バイオマスの含水率の上限としては、３質量％が好ましく、２質量％がより好まし
く、０質量％がさらに好ましい。上記脱水バイオマスの含水率が上記上限を超える場合、
得られる改質バイオマスの強度が不十分となるおそれがある。
【００３６】
　脱水バイオマスの含油率の上限としては、３質量％が好ましく、２質量％がより好まし
く、１質量％がさらに好ましい。上記脱水バイオマスの含油率が上記上限を超える場合、
得られる改質バイオマスの強度が不十分となるおそれがある。また、溶媒油の回収量が減
少するため、製造コストが上がるおそれがある。
【００３７】
＜塊成工程＞
　次に塊成部６において、ハンドリング性を向上するため、上記ケーキ加熱工程で得られ
る脱水バイオマスを塊成し、改質バイオマスＥを得る。この塊成に用いる装置及びその塊
成物の形状としては、特に限定されず、例えばダブルロール成形機等を用いた圧縮成形に
よるブリケット、パン型造粒機等を用いた転動造粒によるペレット、押出成形機を用いた
押出成形によるスティック等を採用することができる。特に、取扱い性の観点から豆炭状
のブリケットに塊成することが好ましい。
【００３８】
　この塊成工程は、熱間で行うとよい。上記塊成工程を熱間で行うことで、成型された改
質バイオマスの強度をさらに高められる。
【００３９】
　塊成工程を熱間で行う場合の熱間温度の下限としては、５０℃が好ましく、６０℃がよ
り好ましい。一方、上記熱間温度の上限としては、２５０℃が好ましく、１５０℃がより
好ましく、１００℃がさらに好ましい。上記熱間温度が上記下限より小さいと、成型され
た改質バイオマスの強度向上効果が不十分となるおそれがある。逆に、上記熱間温度が上
記上限を超えると、成型された改質バイオマスの強度向上効果に比して製造コストの上昇
が大きくなり過ぎるため、製造効率が低下するおそれがある。
【００４０】
　なお、改質バイオマス１個の平均質量及び平均体積は特に限定されない。
【００４１】
＜利点＞
　当該改質バイオマスの製造方法では、バイオマスを溶媒油と混合したスラリーを加熱脱
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水及び固液分離して得られるケーキを再加熱することで、水分が少なく強度に優れ、かつ
吸湿性が抑制された脱水バイオマスが比較的低コストで得られる。また、当該バイオマス
の製造方法はこのようにして得られた脱水バイオマスを塊成する工程を備えるので、さら
に吸湿性が抑制され、かつハンドリング性に優れる燃料として好適な改質バイオマスを得
ることができる。
【００４２】
［第二実施形態］
　第二実施形態の改質バイオマスの製造方法は、植物由来バイオマスを粉砕する粉砕工程
と、粉砕した上記植物由来バイオマス、石炭及び溶媒油を混合する混合工程と、上記混合
工程で得られるスラリーを加熱するスラリー加熱工程と、上記スラリー加熱工程後の脱水
スラリーから上記溶媒油を固液分離する固液分離工程と、上記固液分離工程で得られるケ
ーキを加熱するケーキ加熱工程と、上記ケーキ加熱工程で得られる脱水バイオマスを塊成
する塊成工程とを主に備える。
【００４３】
　以下、本発明の第二実施形態の改質バイオマスの製造方法について、図２に示す装置を
用いて説明する。この改質バイオマスの製造装置は、バイオマス粉砕部１と、混合部２と
、スラリー加熱部３と、固液分離部４と、ケーキ加熱部５と、塊成部６とを備える。なお
、第一実施形態で用いる改質バイオマスの製造装置と同じ構成については、同一符号を付
し、説明を省略する。
【００４４】
＜粉砕工程＞
　粉砕工程では、上記第一実施形態と同様のバイオマス粉砕部１において、植物由来バイ
オマスＡ及び石炭Ｘを粉砕し粉砕バイオマス及び粉砕石炭を得る。
【００４５】
　上記石炭Ｘとしては特に限定されないが、低品位炭を用いることが好ましい。バイオマ
スと混合する石炭として低品位炭を用いることで、低品位炭の改質を同時に図ることがで
きる。
【００４６】
　低品位炭は、無水無灰炭基準の炭素含有量が７５質量％以下で、２０質量％以上の水分
を含有するものをいう。この低品位炭としては、例えばビクトリア炭、ノースダコタ炭、
ベルガ炭等の褐炭；西バンコ炭、ビヌンガン炭、サラマンガウ炭等の亜瀝青炭などが挙げ
られる。
【００４７】
　粉砕後の石炭の最大粒子径の上限としては、３ｍｍが好ましく、２ｍｍがより好ましく
、１ｍｍがさらに好ましい。また、粉砕後の石炭における粒子径が０．５ｍｍ以下の粒子
の割合の下限としては、５０質量％が好ましく、７０質量％がより好ましく、８０質量％
がさらに好ましい。石炭の最大粒子径を上記上限以下、又は粒子径が０．５ｍｍ以下の粒
子の割合を上記下限以上とすることで、スラリー化を容易にすることができる。
【００４８】
＜混合工程＞
　混合工程では、上記第一実施形態と同様の混合部２において、粉砕した植物由来バイオ
マスＡ及び石炭Ｘと、溶媒油Ｂとを混合し、スラリーを得る。なお、石炭Ｘをバイオマス
Ａと別の工程（バイオマス粉砕部１以外の設備）で粉砕し、混合部２に供給してもよい。
また、石炭Ｘの粒子径によっては粉砕を省略してもよい。
【００４９】
　上記溶媒油としては、第一実施形態と同様とすることができる。
【００５０】
　粉砕バイオマスに対する石炭の混合質量比は特に限定されないが、その下限としては、
５０％が好ましく、８０％がより好ましい。一方、上記石炭の混合質量比の上限としては
、１５０％が好ましく、１００％がより好ましい。上記石炭の混合質量比が上記下限より
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小さいと、改質バイオマスの強度向上効果が不十分となるおそれがある。逆に、上記石炭
の混合質量比が上記上限を超えると、バイオマスの利用効率が低下するおそれがある。
【００５１】
　粉砕バイオマス及び石炭の合計に対する溶媒油の混合質量比の下限としては、２００％
が好ましく、３００％がより好ましい。一方、上記溶媒油の混合質量比の上限としては、
１０００％が好ましい。上記溶媒油の混合質量比が上記下限より小さいと、スラリー化が
不十分となるおそれがある。逆に、上記溶媒油の混合質量比が上記上限を超えると、スラ
リーの溶媒油分離コストが大きくなるおそれがある。
【００５２】
＜スラリー加熱工程＞
　スラリー加熱工程では、上記第一実施形態と同様のスラリー加熱部３で、上記混合工程
で得たバイオマス及び石炭を含むスラリーを加熱により脱水し、脱水スラリーを得る。ス
ラリー加熱部３による脱水方法としては、上記第一実施形態と同様の油中脱水法が用いら
れる。このとき、スラリー中のバイオマス及び石炭に含まれていた水分が排水Ｄとして排
出される。
【００５３】
＜固液分離工程＞
　固液分離工程では、上記第一実施形態と同様の固液分離部４において、上記スラリー加
熱工程後の脱水スラリーから溶媒油を固液分離して泥状のケーキを得る。このケーキはバ
イオマス及び石炭を含む。また、上記脱水スラリーから分離回収された溶媒油は、循環油
Ｃとして混合部２に戻される。
【００５４】
　固液分離により得るケーキの含水率及び含油率は、上記第一実施形態と同様である。
【００５５】
＜ケーキ加熱工程＞
　ケーキ加熱工程では、上記第一実施形態と同様のケーキ加熱部５において、上記固液分
離工程で得たケーキを加熱により乾燥することで粉末状の脱水バイオマスを得る。この脱
水バイオマスは、脱水により改質された粉末状の石炭を含有する。本工程での加熱温度は
上記第一実施形態と同様である。また、ケーキ加熱部５で回収された溶媒油は、循環油Ｃ
として混合部２に戻される。
【００５６】
　脱水バイオマス（改質石炭も含む）の含水率及び含油率は、上記第一実施形態と同様と
することができる。
【００５７】
＜塊成工程＞
　塊成工程では、上記第一実施形態と同様の塊成部６において、上記ケーキ加熱工程で得
られる改質石炭を含む脱水バイオマスを塊成し、改質バイオマスＥを得る。この改質バイ
オマスＥは、改質されたバイオマスと石炭との混合体である。
【００５８】
＜利点＞
　当該改質バイオマスの製造方法は、バイオマスに石炭を混合することで、得られる改質
バイオマスの強度をさらに高めることができる。また、改質バイオマスの発熱量も向上さ
せることができる。
【００５９】
［その他の実施形態］
　当該改質バイオマスの製造方法は、上記実施形態に限定されるものではない。例えば固
液分離工程又はケーキ加熱工程で分離した溶媒油を必ずしも混合工程で再利用（循環）し
なくてもよい。
【００６０】
　また、上記第二実施形態において、自然発火性を低減するために塊成工程後に改質石炭
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を含む改質バイオマスを酸化（エイジング）する工程を行ってもよい。
【実施例】
【００６１】
　以下、実施例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明はこれらに限定される
ものではない。
【００６２】
［実施例１］
　含水率７５質量％のトウモロコシの芯を粒径１ｍｍ以下に粉砕し、この粉砕トウモロコ
シに対し灯油を質量比が１：４となるよう混合してスラリー化した。このスラリーを圧力
０．３ＭＰａ、温度１４７℃で加熱し、脱水した。その後、脱水したスラリーを遠心分離
によって、灯油とケーキ（灯油を含んだ粉砕トウモロコシ）とに固液分離した。さらにこ
のケーキを窒素中２００℃で加熱し灯油を蒸発させ、脱水バイオマスを得た。この脱水バ
イオマスを圧縮成型により直径３０ｍｍ、厚み８ｍｍの円盤状に塊成し、改質バイオマス
としての塊成物を得た。なお、この塊成は、２５℃の冷間塊成とした。
【００６３】
［実施例２］
　含水率７５質量％のトウモロコシの芯及び含水率６０質量％の石炭をそれぞれ粒径１ｍ
ｍ以下に粉砕すると共に質量比５０：５０で混合し、さらにこの粉砕トウモロコシ及び石
炭の合計に対し灯油を質量比が１：４となるよう混合してスラリー化した。このスラリー
を圧力０．３ＭＰａ、温度１４７℃で加熱し、脱水した。その後、脱水したスラリーを遠
心分離によって、灯油とケーキ（灯油を含んだ粉砕トウモロコシ及び石炭）とに固液分離
した。さらにこのケーキを窒素中２００℃で加熱し灯油を蒸発させ、脱水バイオマスを得
た。この脱水バイオマスを圧縮成型により直径３０ｍｍ、厚み８ｍｍの円盤状に塊成し、
改質バイオマスとしての塊成物を得た。なお、この塊成は、２５℃の冷間塊成とした。
【００６４】
［実施例３］
　実施例１の塊成を、７０℃の熱間塊成とした以外は、実施例１と同様にして改質バイオ
マスとしての塊成物を得た。
【００６５】
［比較例１］
　含水率７５質量％のトウモロコシの芯を粒径１ｍｍ以下に粉砕し、温度１０７℃で２時
間、気流乾燥し、乾燥バイオマスを得た。この乾燥バイオマスを圧縮成型により直径３０
ｍｍ、厚み８ｍｍの円盤状に塊成し、塊成物を得た。なお、この塊成は、２５℃の冷間塊
成とした。
【００６６】
［評価］
　上記実施例１～３及び比較例１の塊成物について、圧壊強度を測定した。また、上記実
施例１、２及び比較例１の塊成物について、含水率の経時変化を測定した。
【００６７】
　圧壊強度は、圧縮荷重を加えた際の破壊時の荷重を圧壊強度計で測定した。その結果を
図３に示す。
【００６８】
　含水率の経時変化は、塊成物を含水率が０質量％になるまで乾燥し、室温かつＲＨ７５
％の湿度で放置した際の含水率の変化を測定した。その結果を図４に示す。
【００６９】
　図３に示されるように実施例１～３は比較例１よりも圧壊強度に優れる。また、図４に
示されるように実施例１及び実施例２は比較例１よりも吸湿性が抑制されている。つまり
、植物由来バイオマスを溶媒油と混合したスラリーを加熱脱水及び固液分離して得られる
ケーキを再加熱することで、強度に優れ、かつ吸湿性が抑制された脱水バイオマスが得ら
れることが分かる。
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【００７０】
　また、実施例１と実施例３とを比較すると、熱間塊成を行った実施例３の方が冷間塊成
を行った実施例１よりも圧壊強度に優れる。つまり、塊成工程を熱間で行うことで、成型
されたバイオマスの強度をさらに高められることが分かる。
【産業上の利用可能性】
【００７１】
　以上説明したように、本発明の改質バイオマスの製造方法は、強度に優れ、かつ吸湿を
抑制できる植物由来バイオマス燃料を比較的低コストで得られる。つまり、植物由来バイ
オマスをハンドリング性に優れた燃料に低コストで改質することができる。このような改
質バイオマスは、例えば火力発電所等の燃料として好適に用いることができる。
【符号の説明】
【００７２】
１　バイオマス粉砕部
２　混合部
３　スラリー加熱部
４　固液分離部
５　ケーキ加熱部
６　塊成部
Ａ　植物由来バイオマス
Ｂ　溶媒油
Ｃ　循環油
Ｄ　排水
Ｅ　改質バイオマス
Ｘ　石炭

【図１】 【図２】
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